
   収入証明書類（コピー） ※Ａ4 サイズで提出 
   ・下表に該当する書類を全て提出してください。 
   ・父母のうち、収入の有無に関わらず、該当する書類の提出が必要です。 

   ・複数収入がある場合は、収入区分別に該当するすべての書類の提出が必要です。 
 

収入区分 所得の内容 提出書類 発行先 

給与所得 

会社員・アルバイト・パートの方 源泉徴収票 2023 年分 

勤務先 
2023 年 1 月 2 日以降に 

就職・転職された方 

年収見込証明書（別添の様式 A） 
※提出できない場合は最新 3 ヵ月の給与明細書。賞与の明

細の提出をしてください。賞与の明細がない場合、最新の

３か月の給与から賞与を算出いたします。 

退職（予定）の方 退職(予定)証明書 
退職金支給額(予定)証明書 

商業 
工業 
林業 

水産業 
農業 

自由業 
サービス業 

配当 
不動産 

雑所得等 

確定申告をしている場合 

2023 年度分確定申告書(第一表および第二
表)の控え（税務署の受付印があるもの） 
※インターネット申告の場合は、受付日時等が印字された

確定申告書又は申告内容確認票の第一表および第二表 

税務署に提
出した控え 

確定申告をしていない場合 2023 年分市区町村民税・県民税申告書の控
え（市税事務所の受付印があるもの） 

市税事務所
に提出した

控え 

2023 年 1 月 2 日以降に開業等

された場合（開業後 1 年未満） 

2023 年 1 月~12 月の月ごとの収入金額、売
上原価、必要経費（経費項目ごとの金額とそ
の合計）が明示された書類（様式自由） 
※事業所名、開業年月日、作成者の住所、署名・押印、作

成年月日必要 

該当者 

年金・恩給

遺族扶助料 

年金・恩給・扶助料を受け取って

いる方 

支給通知書 
（一番新しい金額記載のハガキ） 
※複数の年金がある場合は、全て提出 

関係官庁 

傷病手当金 傷病手当金を受給中の方 直近 3 ヵ月の傷病手当金通知書 
全国健康保

険協会等 

失業中 

雇用保険受給中の方 雇用保険受給者資格証 職業安定所 

雇用保険申請中の方 退職証明書・解雇通知書 元勤務先 

父母いずれか（もしくは両方）で

年度途中に退職され、雇用保険が

ない方 

失業状態を証明する書類と生活費の出所を証
明する書類、収入に関する事情書（別添の様
式 B） 
※作成者の署名・押印・作成年月日必要 

該当者 

生活保護 生活保護をうけている方 保護決定通知書もしくは 
保護決定通知書など金額記載のもの 

市区町村 
福祉事務所 

養育費 

援助金 

親戚等から援助をもらっている

場合 

年間金額が分かるもの、並びに無職・無収入
であれば「収入に関する事情書」（別添の様式
B） 
※作成者の署名・押印・作成年月日必要 

※口座振込であえば通帳のコピー添付 

該当者 

公的手当 児童手当、児童扶養手当、特別児
童扶養手当等を受給中の方 

申込時点での手当の金額が記載された通知書
や受給証明書等 

市区町村 
役場 

父母ともに

無職・無収

入の場合 

収入が無く、預貯金を切り崩して

生活している場合 

生活費の出し入れに使用している預貯金通帳
（口座名義人と直近 3 ヵ月分程度の記帳部分
の分かるもの）のコピー、並びに「収入に関
する事情書」（別添の様式 B） 

該当者 

 
 
 



その他証明書（該当者のみ） 

 申請書に記入した家族、もしくは家計が下表の事由に該当する場合は、指定の証明書を提出してください。 

所得から控除されます。提出がない場合は、控除対象になりません。 
 

事由 提出書類 発行先 

障がいのある方がいる世帯 

（申請者本人を含む） 

手帳等の写し 

※指名・等級が分かるもの 

市区町村役場 

都道府県庁 

6 ヵ月以上の⾧期療養を要す

る方がいる世帯 

医療費等の明細書（コピー可、直近 6 ヵ月分） 

※6 ヵ月経過していない場合は、申込時点の分まで 

※申請時点で療養を終えている人は控除対象になりません 

病院・薬局 

⾧期療養控除申請書（別添の様式 C） 

※金額は鉛筆で記入すること。 

直近 6 ヵ月分の金額を記載し、その通院期間等が分かる書

類もあわせて提出すること（発病時期、通院頻度等） 

— 

出願の前年から出願時までに

災害のあった世帯 

（風水害・地震・火災等） 

罹災証明書 
市区町村役場 

消防署 

被害額が分かる書類 

※保険金等で補填される金額は除く 

税務署 

該当者 
 


